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法 務 省 民 商 第 ２ ９ 号

平成２９年２月２３日

法務局民事行政部長 殿

地 方 法 務 局 長 殿

法務省民事局商事課長

（ 公 印 省 略 ）

社会福祉法等の一部を改正する法律等の施行に伴う法人登記事務の取扱

いについて（通知）

社会福祉法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第２１号。以下「改正

法」という。）が平成２８年３月３１日に，社会福祉法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（平成２８年政令

第３４９号。以下「整備政令」という。）及び社会福祉法等の一部を改正する

法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令（平成２８年厚生

労働省令第１６８号。以下「整備省令」という。）が同年１１月１１日にそれ

ぞれ公布され，改正法（同法附則第１条各号に掲げる規定を除く。），整備政

令及び整備省令は，いずれも本年４月１日（以下「施行日」という。）から施

行されることとなったので，これに伴う法人登記事務の取扱いについては，下

記の点に留意し，事務処理に遺憾のないよう，貴管下登記官に周知方取り計ら

い願います。

なお，本通知中，「法」とあるのは改正法による改正後の社会福祉法（昭和

２６年法律第４５号）を，「組登令」とあるのは整備政令による改正後の組合

等登記令（昭和３９年政令第２９号）を，「施行令」とあるのは整備政令によ

る改正後の社会福祉法施行令（昭和３３年政令第１８５号）を，「施行規則」

とあるのは整備省令による改正後の社会福祉法施行規則（昭和２６年厚生省令

第２８号）を，「商登法」とあるのは商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）

をいい，法，組登令，施行令及び施行規則について引用する条文は，特に「旧」
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の文字を冠する場合を除き，いずれも改正後のものです。

記

第１ 社会福祉法人の機関に関する改正

１ 社会福祉法人に設置すべき機関

社会福祉法人は，評議員，評議員会，理事，理事会及び監事を置かなけ

ればならないとされ（法第３６条第１項），定款の定めによって，会計監

査人を置くことができるとされた（同条第２項）。

また，特定社会福祉法人（その事業の規模が施行令第１３条の３で定め

る基準を超える社会福祉法人をいう。）は，会計監査人を置かなければな

らないとされた（法第３７条）が，同条の規定は，施行日以後最初に招集

される定時評議員会の終結の時から適用するとされた（改正法附則第８

条）。

なお，社会福祉法人に設置すべき機関が明確化されたことに伴い，社会

福祉法人の定款をもって，評議員及び評議員会に関する事項（法第３１条

第１項第５号），役員（理事及び監事をいう。以下同じ。）の定数その他

役員に関する事項（同項第６号），理事会に関する事項（同項第７号）及

び会計監査人を置く場合には，これに関する事項（同項第８号）を定めな

ければならないとされた。

２ 評議員及び評議員会

(1) 評議員

ア 評議員の選任及び員数

評議員は，社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者のう

ちから，定款の定めるところにより，選任するとされ（法第３９条），

役員又は当該社会福祉法人の職員を兼ねることができないとされた

（法第４０条第２項）。

また，評議員の数は，定款で定めた理事の員数を超える数でなけれ

ばならないとされた（同条第３項）。

イ 評議員の任期

評議員の任期は，選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終の

ものに関する定時評議員会の終結の時までとするが，定款によって，

その任期を選任後６年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時まで伸長することを妨げないとされた
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（法第４１条第１項）。

また，同項の規定は，定款によって，任期の満了前に退任した評議

員の補欠として選任された評議員の任期を退任した評議員の任期の満

了する時までとすることを妨げないとされた（同条第２項）。

ウ 評議員の権利義務を承継する者

法又は定款で定めた評議員の員数が欠けた場合には，任期の満了又

は辞任により退任した評議員は，新たに選任された評議員（一時評議

員の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで，なお評議員として

の権利義務を有するとされた（法第４２条第１項）。

また，同項に規定する場合において，事務が遅滞することにより損

害を生ずるおそれがあるときは，所轄庁は，利害関係人の請求により

又は職権で，一時評議員の職務を行うべき者を選任することができる

とされた（同条第２項）。

エ 評議員に関する経過措置

(ｱ) 評議員の選任に関する経過措置

施行日前に設立された社会福祉法人は，施行日までに，あらかじ

め，法第３９条の規定の例により，評議員を選任しておかなければ

ならないとされ，当該評議員の選任は，施行日において，その効力

を生ずるとされた。この場合において，評議員の任期は，施行日以

後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議

員会の終結の時までとするが，定款によって，その任期を同日以後

６年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員

会の終結の時まで伸長することを妨げないとされた（改正法附則第

９条第１項及び第２項）。

また，施行日の前日において社会福祉法人の評議員である者の任

期は，同日に満了するとされた（同条第３項）。

(ｲ) 評議員の員数に関する経過措置

改正法の施行の際現に存する社会福祉法人であって，その事業の

規模が整備政令第４条で定める基準を超えないものについては，施

行日から起算して３年を経過する日までの間，評議員の数は，４人

以上でなければならないとされた（改正法附則第１０条）。

(2) 評議員会
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ア 評議員会の権限

評議員会は，全ての評議員で組織し，法に規定する事項及び定款で

定めた事項に限り，決議をすることができるとされた（法第４５条の

８第１項及び第２項）。

なお，法の規定により評議員会の決議を必要とする事項について，

評議員会以外の機関が決定することができる旨の定款の定めは，効力

を有しないとされた（同条第３項）。

イ 評議員会の招集

定時評議員会は，毎会計年度の終了後一定の時期に招集しなければ

ならないが，評議員会は，必要がある場合には，いつでも，招集する

ことができるとされた（法第４５条の９第１項及び第２項）。

また，評議員会は，同条第５項の規定により招集する場合を除き，

理事が招集するとされた（同条第３項）。

ウ 決議要件

評議員会の決議は，議決に加わることができる評議員の過半数（こ

れを上回る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合以上）が出

席し，その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては，

その割合以上）をもって行うとされた（法第４５条の９第６項）。

エ 議事録

評議員会の議事については，評議員会が開催された日時及び場所，

議事の経過の要領及びその結果等を内容とする議事録を作成しなけれ

ばならないとされた（法第４５条の１１第１項，施行規則第２条の１

５第３項）。

なお，議事録には，出席した評議員等の署名又は記名押印を要しな

い。

オ 決議の省略

理事が評議員会の目的である事項について提案をした場合におい

て，当該提案につき評議員（当該事項について議決に加わることがで

きるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表

示をしたときは，当該提案を可決する旨の評議員会の決議があったも

のとみなすとされ（法第４５条の９第１０項において準用する一般社

団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号。以
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下「一般法人法」という。）第１９４条第１項），この場合において

は，評議員会の決議があったものとみなされた事項の内容等を内容と

する議事録を作成しなければならないとされた（施行規則第２条の１

５第４項第１号）。

３ 理事会

(1) 理事会の権限

理事会は，全ての理事で組織し，次の職務を行うとされた（法第４５

条の１３第１項及び第２項）。

ア 社会福祉法人の業務執行の決定

イ 理事の職務の執行の監督

ウ 理事長の選定及び解職

また，理事会は，理事の中から理事長１人を選定しなければならない

とされた（同条第３項）。

なお，理事会は，重要な業務執行の決定を理事に委任することができ

ないとされた（同条第４項）。

(2) 理事会の招集，決議等

ア 招集権者

理事会は，各理事が招集するとされた。ただし，理事会を招集する

理事を定款又は理事会で定めたときは，当該理事が招集するとされた

（第４５条の１４第１項）。

イ 招集手続

理事会を招集する者は，理事会の日の１週間（これを下回る期間を

定款で定めた場合にあっては，その期間）前までに，各理事及び各監

事に対してその通知を発しなければならないとされた（法第４５条の

１４第９項において準用する一般法人法第９４条第１項）。

また，理事会は，理事及び監事の全員の同意があるときは，招集の

手続を経ることなく開催することができるとされた（同条第２項）。

ウ 決議要件

理事会の決議は，議決に加わることができる理事の過半数（これを

上回る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合以上）が出席し，

その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては，その

割合以上）をもって行うとされた（法第４５条の１４第４項）。
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エ 議事録

理事会の議事については，理事会が開催された日時及び場所，議事

の経過の要領及びその結果等を内容とする議事録を，書面又は電磁的

記録をもって作成しなければならないとされ，当該議事録が書面をも

って作成されているときは，出席した理事（定款で議事録に署名し，

又は記名押印しなければならない者を当該理事会に出席した理事長と

する旨の定めがある場合にあっては，当該理事長）及び監事は，これ

に署名し，又は記名押印しなければならないとされた（法第４５条の

１４第６項，施行規則第２条の１７第２項及び第３項）。

オ 決議の省略

理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合にお

いて，当該提案につき理事（当該事項について議決に加わることがで

きるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表

示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）

は，当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす旨を

定款で定めることができるとされ（法第４５条の１４第９項において

準用する一般法人法第９６条），理事会の決議があったものとみなさ

れた場合には，決議があったものとみなされた事項の内容等を内容と

する議事録を作成しなければならないとされた（施行規則第２条の１

７第４項第１号）。

４ 役員

(1) 役員の選任

役員は，評議員会の決議によって選任するとされ（法第４３条第１

項），同項の決議をする場合には，法又は定款で定めた役員の員数を欠

くこととなるときに備えて補欠の役員を選任することができるとされた

（同条第２項）。

なお，補欠の役員を選任する場合には，次の事項も併せて決定しなけ

ればならないとされ（施行規則第２条の９第２項），補欠の役員の選任

に係る決議が効力を有する期間は，定款に別段の定めがある場合を除き，

当該決議後最初に開催する定時評議員会の開始の時まで（ただし，評議

員会の決議によってその期間を短縮することを妨げない。）とされた（同

条第３項）。
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ア 当該候補者が補欠の役員である旨

イ 当該候補者を１人又は２人以上の特定の役員の補欠の役員として選

任するときは，その旨及び当該特定の役員の氏名

ウ 同一の役員（２人以上の役員の補欠として選任した場合にあっては，

当該２人以上の役員）につき２人以上の補欠の役員を選任するときは，

当該補欠の役員相互間の優先順位

エ 補欠の役員について，就任前にその選任の取消しを行う場合がある

ときは，その旨及び取消しを行うための手続

(2) 役員の員数等

理事は６人以上，監事は２人以上でなければならないとされた（法第

４４条第３項）。

また，理事のうちには，次の者が含まれなければならないとされた（同

条第４項）。

ア 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者

イ 当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通

じている者

ウ 当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては，当該施設

の管理者

(3) 役員の任期

役員の任期は，選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時まで（ただし，定款によって，その任

期を短縮することを妨げない。）とされた（法第４５条）。

(4) 役員の解任

役員が次のいずれかに該当するときは，評議員会の決議（監事を解任

する場合には，議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上

回る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に当たる多数

による決議。法第４５条の９第７項第１号）によって，当該役員を解任

することができるとされた（法第４５条の４第１項）。

ア 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき

イ 心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えない

とき

(5) 役員の権利義務を承継する者
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法又は定款で定めた役員の員数が欠けた場合には，任期の満了又は辞

任により退任した役員は，新たに選任された役員（一時役員の職務を行

うべき者を含む。）が就任するまで，なお役員としての権利義務を有す

るとされ（法第４５条の６第１項），これに伴い，理事が欠けた場合に

おける仮理事の選任の制度（旧法第３９条の３）は，廃止された。

なお，法第４５条の６第１項に規定する場合において，事務が遅滞す

ることにより損害を生ずるおそれがあるときは，所轄庁は，利害関係人

の請求により又は職権で，一時役員の職務を行うべき者を選任すること

ができるとされた（同条第２項）。

(6) 役員の欠員補充

理事のうち，定款で定めた理事の員数の３分の１を超える者が欠けた

ときは，遅滞なくこれを補充しなければならないとされ（法第４５の７

第１項），同項の規定は，監事について準用するとされた（同条第２項）。

(7) 役員に関する経過措置

ア 役員の選任に関する経過措置

法第４３条第１項の規定は，施行日以後に行われる社会福祉法人の

役員の選任について適用するとされた（改正法附則第１１条）。

イ 役員の員数に関する経過措置

改正法の施行の際現に存する社会福祉法人については，法第４４条

第３項の規定は，施行日以後最初に招集される定時評議員会の終結の

時から適用し，当該定時評議員会の終結前は，なお従前の例によると

された（改正法附則第１２条）。

ウ 役員の任期に関する経過措置

改正法の施行の際現に在任する社会福祉法人の役員の任期は，法第

４５条の規定にかかわらず，施行日以後最初に招集される定時評議員

会の終結の時までとされた（改正法附則第１４条）。

エ 理事の代表権に関する経過措置

改正法の施行の際現に在任する社会福祉法人の理事の代表権につい

ては，施行日以後に選定された理事長が就任するまでの間は，なお従

前の例によるとされた（改正法附則第１５条）。

５ 理事長

(1) 理事長の選定及び解職
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社会福祉法人の理事長は，理事会で選定及び解職するとされた（法第

４５条の１３第２項第３号）。

(2) 理事長の代表権

理事長は，社会福祉法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行

為をする権限を有するとされ（法第４５条の１７第１項），理事長の権

限に加えた制限は，善意の第三者に対抗することができないとされた（同

条第２項）。

また，理事長が欠けた場合について，役員の権利義務承継に関する規

定（法第４５条の６第１項及び第２項。前記４(5)参照）を準用すると

された（法第４５条の１７第３項）。

なお，理事長について権利義務承継に関する規定が設けられたことか

ら，社会福祉法人については，平成１９年１月１１日付け法務省民商第

３１号当職通知における取扱いの適用はない。

第２ 定款の変更に関する改正

１ 定款の変更の手続

定款の変更は，評議員会の決議（議決に加わることができる評議員の３

分の２（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以

上に当たる多数による決議。法第４５条の９第７項第３号）によらなけれ

ばならないとされた（法第４５条の３６第１項）。

２ 定款の変更の認可

定款の変更（事務所の所在地（法第３１条第１項第４号），資産に関す

る事項（基本財産の増加に限る。同項第９号）及び公告の方法（同項第１

５号）に係るものを除く。）は，所轄庁の認可を受けなければ，その効力

を生じないこと（法第４５条の３６第２項，施行規則第４条第１項）につ

いては，従前と同様である。

３ 定款の変更に関する経過措置

施行日前に設立された社会福祉法人は，施行日までに，必要な定款の変

更をし，所轄庁の認可を受けなければならないとされ（改正法附則第７条

第１項），同項の認可があったときは，同項に規定する定款の変更は，施

行日において，その効力を生ずるとされた（同条第２項）。
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第３ 社会福祉法人の解散及び清算に関する改正

１ 解散

社会福祉法人は，次の事由によって解散するとされた（法第４６条第１

項）。

(1) 評議員会の決議（議決に加わることができる評議員の３分の２（これ

を上回る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に当たる

多数による決議。法第４５条の９第７項第４号）

(2) 定款に定めた解散事由の発生

(3) 目的たる事業の成功の不能

(4) 合併（合併により当該社会福祉法人が消滅する場合に限る。）

(5) 破産手続開始の決定

(6) 所轄庁の解散命令

なお，(1)又は(3)に掲げる事由による解散は，所轄庁の認可又は認定が

なければ，その効力を生じないとされた（法第４６条第２項）。

２ 清算

(1) 清算の開始

社会福祉法人は，解散した場合（合併（合併により当該社会福祉法人

が消滅する場合に限る。法第４６条第１項第４号）によって解散した場

合及び破産手続開始の決定により解散した場合であって当該破産手続が

終了していない場合を除く。）又は設立の無効の訴えに係る請求を認容

する判決が確定した場合には，清算をしなければならないとされた（法

第４６条の３）。

なお，同条の規定により清算をする社会福祉法人（以下「清算法人」

という。）は，清算の目的の範囲内において，清算が結了するまではな

お存続するものとみなすこと（法第４６条の４）については，従前と同

様である。

(2) 清算法人の機関

ア 清算法人に設置すべき機関

清算法人には，１人又は２人以上の清算人を置かなければならない

とされ（法第４６条の５第１項），定款の定めによって，清算人会又

は監事を置くことができるとされた（同条第２項）。また，清算法人

の評議員は，３人以上でなければならないとされた（法第４６条の８
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第２項）。

なお，法第６章第３節第１款（法第３６条及び第３７条。評議員及

び評議員会に係る部分を除く。），第４０条第３項から第５項まで，

第４１条，第４２条，第４４条第３項，第５項及び第７項，第４５条，

第４５条の６第１項及び第２項並びに第４５条の７第２項の規定は，

清算法人については，適用しないとされた（法第４６条の５第４項及

び第４６条の８第３項）。

イ 清算人

(ｱ) 清算人の就任

次の者は，清算法人の清算人となるとされた（法第４６条の６第

１項）。

ａ 理事（ｂ又はｃに掲げる者がある場合を除く。）

ｂ 定款で定める者

ｃ 評議員会の決議によって選任された者

なお，同項の規定により清算人となる者がないときは，裁判所は，

利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権で，清算人を選任

するとされ（同条第２項），同条第１項及び第２項の規定にかかわ

らず，設立の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合

（法第４６条の３第２号）に該当することとなった清算法人につい

ては，裁判所は，利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権

で，清算人を選任するとされた（法第４６条の６第３項）。

また，清算人会設置法人（清算人会を置く清算法人をいう。以下

同じ。）においては，清算人は，３人以上でなければならないとさ

れた（同条第７項）。

(ｲ) 清算人の解任

清算人（法第４６条の６第２項又は第３項の規定により裁判所が

選任した者を除く。）が次のいずれかに該当するときは，評議員会

の決議によって，当該清算人を解任することができるとされた（法

第４６条の７第１項）。

ａ 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき

ｂ 心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪え

ないとき
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なお，重要な事由があるときは，裁判所は，利害関係人の申立て

若しくは検察官の請求により又は職権で，清算人を解任することが

できること（同条第２項）については，従前と同様である。

(ｳ) 清算人等の権利義務を承継する者

ａ 清算人又は清算法人の監事に欠員を生じた場合

清算人若しくは清算法人の監事が欠けた場合又は法若しくは定

款で定めた清算人若しくは清算法人の監事の員数が欠けた場合に

は，任期の満了又は辞任により退任した清算人又は清算法人の監

事は，新たに選任された清算人又は清算法人の監事（一時清算人

又は監事の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで，なお清

算人又は清算法人の監事としての権利義務を有するとされ（法第

４６条の７第３項において読み替えて準用する一般法人法第７５

条第１項），同項に規定する場合において，裁判所は，必要があ

ると認めるときは，利害関係人の申立てにより，一時清算人又は

監事の職務を行うべき者を選任することができるとされた（同条

第２項）。

ｂ 清算法人の評議員に欠員を生じた場合

法又は定款で定めた清算法人の評議員の員数が欠けた場合に

は，任期の満了又は辞任により退任した清算法人の評議員は，新

たに選任された清算法人の評議員（一時評議員の職務を行うべき

者を含む。）が就任するまで，なお清算法人の評議員としての権

利義務を有するとされ（法第４６条の７第３項において読み替え

て準用する一般法人法第１７５条第１項），同項に規定する場合

において，裁判所は，必要があると認めるときは，利害関係人の

申立てにより，一時評議員の職務を行うべき者を選任することが

できるとされた（同条第２項）。

(ｴ) 清算人の職務

清算人は，次の職務を行うこと（法第４６条の９）については，

従前と同様である。

ａ 現務の結了

ｂ 債権の取立て及び債務の弁済

ｃ 残余財産の引渡し
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ウ 清算法人の代表

(ｱ) 清算法人を代表する者

清算人は，代表清算人（清算法人を代表する清算人をいう。以下

同じ。）その他清算法人を代表する者を定めた場合を除き，清算法

人を代表するとされ（法第４６条の１１第１項），清算人が２人以

上ある場合には，清算人は，各自，清算法人を代表するとされた（同

条第２項）。

(ｲ) 代表清算人

ａ 代表清算人の選定及び解職

清算法人（清算人会設置法人を除く。）は，定款，定款の定め

に基づく清算人（法第４６条の６第２項又は第３項の規定により

裁判所が選任した者を除く。）の互選又は評議員会の決議によっ

て，清算人の中から代表清算人を定めることができるとされた（法

第４６条の１１第３項）。そして，法第４６条の６第１項第１号

の規定により理事が清算人となる場合においては，理事長が代表

清算人となるとされた（法第４６条の１１第４項）。

また，裁判所は，法第４６条の６第２項又は第３項の規定によ

り清算人を選任する場合には，その清算人の中から代表清算人を

定めることができるとされた（法第４６条の１１第５項）。

なお，清算人会設置法人においては，清算人会は，他に代表清

算人があるときを除き，清算人の中から代表清算人を選定しなけ

ればならないとされ（法第４６条の１７第３項），その選定した

代表清算人及び法第４６条の１１第４項の規定により代表清算人

となった者を解職することができるとされた（法第４６条の１７

第４項）。

おって，法第４６条の１１第５項の規定により裁判所が代表清

算人を定めたときは，清算人会は，代表清算人を選定し，又は解

職することができないとされた（法第４６条の１７第５項）。

ｂ 代表清算人の代表権

代表清算人は，清算法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判

外の行為をする権限を有するとされ（法第４６条の１１第７項に

おいて読み替えて準用する一般法人法第７７条第４項），代表清



- 14 -

算人の権限に加えた制限は，善意の第三者に対抗することができ

ないとされた（同条第５項）。

ｃ 代表清算人の権利義務を承継する者

代表清算人が欠けた場合又は定款で定めた代表清算人の員数が

欠けた場合には，任期の満了又は辞任により退任した代表清算人

は，新たに選定された代表清算人（一時代表清算人の職務を行う

べき者を含む。）が就任するまで，なお代表清算人としての権利

義務を有するとされ（法第４６条の１１第７項において読み替え

て準用する一般法人法第７９条第１項），同項に規定する場合に

おいて，裁判所は，必要があると認めるときは，利害関係人の申

立てにより，一時代表清算人の職務を行うべき者を選任すること

ができるとされた（同条第２項）。

エ 清算人会

(ｱ) 清算人会の権限

清算人会は，全ての清算人で組織するとされ（法第４６条の１７

第１項），次の職務を行うとされた（同条第２項）。

ａ 清算人会設置法人の業務執行の決定

ｂ 清算人の職務の執行の監督

ｃ 代表清算人の選定及び解職

また，清算人会は，重要な業務執行の決定を清算人に委任するこ

とができないとされた（同条第６項）。

(ｲ) 清算人会の招集，決議等

ａ 招集権者

清算人会は，各清算人が招集するとされた。ただし，清算人会

を招集する清算人を定款又は清算人会で定めたときは，当該清算

人が招集するとされた（法第４６条の１８第１項）。

ｂ 招集手続

清算人会を招集する者は，清算人会の日の１週間（これを下回

る期間を定款で定めた場合にあっては，その期間）前までに，各

清算人（監事設置清算法人（監事を置く清算法人又は法の規定に

より監事を置かなければならない清算法人をいう。以下同じ。）

にあっては，各清算人及び各監事）に対してその通知を発しなけ
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ればならないとされた（法第４６条の１８第４項において読み替

えて準用する一般法人法第９４条第１項）。

また，清算人会は，清算人（監事設置清算法人にあっては，清

算人及び監事）の全員の同意があるときは，招集の手続を経るこ

となく開催することができるとされた（同条第２項）。

ｃ 決議要件

清算人会の決議は，議決に加わることができる清算人の過半数

（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合以

上）が出席し，その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場

合にあっては，その割合以上）をもって行うとされた（法第４６

条の１８第５項において読み替えて準用する一般法人法第９５条

第１項）。

ｄ 議事録

清算人会の議事については，清算人会が開催された日時及び場

所，議事の経過の要領及びその結果等を内容とする議事録を，書

面又は電磁的記録をもって作成しなければならないとされ，当該

議事録が書面をもって作成されているときは，出席した清算人（定

款で議事録に署名し，又は記名押印しなければならない者を当該

清算人会に出席した代表清算人とする旨の定めがある場合にあっ

ては，当該代表清算人）及び監事は，これに署名し，又は記名押

印しなければならないとされた（法第４６条の１８第５項におい

て読み替えて準用する一般法人法第９５条第３項，施行規則第５

条の４第２項及び第３項）。

ｅ 決議の省略

清算人が清算人会の決議の目的である事項について提案をした

場合において，当該提案につき清算人（当該事項について議決に

加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録

により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案について異議

を述べたときを除く。）は，当該提案を可決する旨の清算人会の

決議があったものとみなす旨を定款で定めることができるとされ

（法第４６条の１８第５項において読み替えて準用する一般法人

法第９６条），清算人会の決議があったものとみなされた場合に
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は，決議があったものとみなされた事項の内容等を内容とする議

事録を作成しなければならないとされた（施行規則第５条の４第

４項第１号）。

(3) 債権者に対する公告等

清算法人は，法第４６条の３各号に掲げる場合に該当することとなっ

た後，遅滞なく，当該清算法人の債権者に対し，一定の期間（２月を下

ることができない。）内にその債権を申し出るべき旨を官報に公告し，

かつ，判明している債権者には，各別にこれを催告しなければならない

とされ（法第４６条の３０第１項），同項の規定による公告には，当該

債権者が当該期間内に申出をしないときは清算から除斥される旨を付記

しなければならないとされた（同条第２項）。

(4) 清算事務の終了等

清算法人は，清算事務が終了したときは，遅滞なく，債権の取立て，

資産の処分その他の行為によって得た収入の額等を内容とする決算報告

を作成しなければならないとされ（法第４７条の２第１項，施行規則第

５条の１０第１項），清算人会設置法人においては，決算報告は，清算

人会の承認を受けなければならないとされた（法第４７条の２第２項）。

また，清算人は，決算報告（同項の規定の適用がある場合にあっては，

同項の承認を受けたもの）を評議員会に提出し，又は提供し，その承認

を受けなければならないとされた（同条第３項）。

３ 清算に関する経過措置

施行日前に生じた旧法第４６条第１項各号に掲げる事由により社会福祉

法人が解散した場合の清算については，なお従前の例によるとされた（改

正法附則第２１条）。

第４ 社会福祉法人の合併に関する改正

１ 通則

社会福祉法人は，他の社会福祉法人と合併することができることについ

ては，従前と同様であるが，この場合においては，合併をする社会福祉法

人は，合併契約を締結しなければならないとされた（法第４８条）。

２ 吸収合併に関する手続

(1) 吸収合併契約
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社会福祉法人が吸収合併をする場合には，吸収合併契約において，次

の事項を定めなければならないとされた（法第４９条，施行規則第５条

の１１）。

ア 吸収合併後存続する社会福祉法人（以下「吸収合併存続社会福祉法

人」という。）及び吸収合併により消滅する社会福祉法人（以下「吸

収合併消滅社会福祉法人」という。）の名称及び住所

イ 吸収合併がその効力を生ずる日

ウ 吸収合併消滅社会福祉法人の職員の処遇

(2) 吸収合併の効力の発生等

社会福祉法人の吸収合併は，吸収合併存続社会福祉法人の主たる事務

所の所在地において合併の登記をすることによって，その効力を生ずる

こと（法第５０条第１項），吸収合併存続社会福祉法人は，吸収合併の

登記の日に，吸収合併消滅社会福祉法人の一切の権利義務を承継するこ

と（同条第２項）及び吸収合併は，所轄庁の認可を受けなければ，その

効力を生じないこと（同条第３項）については，従前と同様である。

(3) 吸収合併契約の承認

吸収合併消滅社会福祉法人及び吸収合併存続社会福祉法人は，評議員

会の決議（議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回る

割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に当たる多数によ

る決議。法第４５条の９第７項第５号）によって，吸収合併契約の承認

を受けなければならないとされた（法第５２条及び第５４条の２第１

項）。

(4) 債権者保護手続

ア 吸収合併消滅社会福祉法人における手続

吸収合併消滅社会福祉法人は，前記(2)の認可があったときは，次

の事項を官報に公告し，かつ，判明している債権者には，各別にこれ

を催告しなければならないとされた（法第５３条第１項）。

(ｱ) 吸収合併をする旨

(ｲ) 吸収合併存続社会福祉法人の名称及び住所

(ｳ) 吸収合併消滅社会福祉法人及び吸収合併存続社会福祉法人の計算

書類（法第４５条の２７第２項に規定する計算書類をいう。以下同

じ。）に関する事項
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(ｴ) 債権者が一定の期間（２月を下ることができない。）内に異議を

述べることができる旨

なお，債権者が(ｴ)の期間内に異議を述べなかったときは，当該債

権者は，当該吸収合併について承認をしたものとみなすこと（法第５

３条第２項）及び債権者が当該期間内に異議を述べたときは，吸収合

併をしても当該債権者を害するおそれがないときを除き，吸収合併消

滅社会福祉法人は，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保

を提供し，又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として信託

会社等に相当の財産を信託しなければならないこと（同条第３項）に

ついては，従前と同様である。

イ 吸収合併存続社会福祉法人における手続

吸収合併存続社会福祉法人は，前記(2)の認可があったときは，次

の事項を官報に公告し，かつ，判明している債権者には，各別にこれ

を催告しなければならないとされた（法第５４条の３第１項）。

(ｱ) 吸収合併をする旨

(ｲ) 吸収合併消滅社会福祉法人の名称及び住所

(ｳ) 吸収合併存続社会福祉法人及び吸収合併消滅社会福祉法人の計算

書類に関する事項

(ｴ) 債権者が一定の期間（２月を下ることができない。）内に異議を

述べることができる旨

なお，債権者が(ｴ)の期間内に異議を述べなかったときは，当該債

権者は，当該吸収合併について承認をしたものとみなすこと（法第５

４条の３第２項）及び債権者が当該期間内に異議を述べたときは，吸

収合併をしても当該債権者を害するおそれがないときを除き，吸収合

併存続社会福祉法人は，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の

担保を提供し，又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として

信託会社等に相当の財産を信託しなければならないこと（同条第３項）

については，従前と同様である。

３ 新設合併に関する手続

(1) 新設合併契約

２以上の社会福祉法人が新設合併をする場合には，新設合併契約にお

いて，次の事項を定めなければならないとされた（法第５４条の５，施
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行規則第６条の８）。

ア 新設合併により消滅する社会福祉法人（以下「新設合併消滅社会福

祉法人」という。）の名称及び住所

イ 新設合併により設立する社会福祉法人（以下「新設合併設立社会福

祉法人」という。）の目的，名称及び主たる事務所の所在地

ウ イに掲げるもののほか，新設合併設立社会福祉法人の定款で定める

事項

エ 新設合併がその効力を生ずる日

オ 新設合併消滅社会福祉法人の職員の処遇

(2) 新設合併の効力の発生等

新設合併設立社会福祉法人は，その成立の日に，新設合併消滅社会福

祉法人の一切の権利義務を承継すること（法第５４条の６第１項）及び

新設合併は，所轄庁の認可を受けなければ，その効力を生じないこと（同

条第２項）については，従前と同様である。

(3) 新設合併契約の承認

新設合併消滅社会福祉法人は，評議員会の決議（議決に加わることが

できる評議員の３分の２（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっ

ては，その割合）以上に当たる多数による決議。法第４５条の９第７項

第５号）によって，新設合併契約の承認を受けなければならないとされ

た（法第５４条の８）。

(4) 債権者保護手続

新設合併消滅社会福祉法人は，前記(2)の認可があったときは，次の

事項を官報に公告し，かつ，判明している債権者には，各別にこれを催

告しなければならないとされた（法第５４条の９第１項）。

ア 新設合併をする旨

イ 他の新設合併消滅社会福祉法人及び新設合併設立社会福祉法人の名

称及び住所

ウ 新設合併消滅社会福祉法人の計算書類に関する事項

エ 債権者が一定の期間（２月を下ることができない。）内に異議を述

べることができる旨

なお，債権者がエの期間内に異議を述べなかったときは，当該債権者

は，当該新設合併について承認をしたものとみなすこと（法第５４条の
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９第２項）及び債権者が当該期間内に異議を述べたときは，新設合併を

しても当該債権者を害するおそれがないときを除き，新設合併消滅社会

福祉法人は，当該債権者に対し，弁済し，若しくは相当の担保を提供し，

又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社等に相当

の財産を信託しなければならないこと（同条第３項）については，従前

と同様である。

(5) 新設合併設立社会福祉法人の設立の特則

法第３２条，第３３条及び第３５条の規定は，新設合併設立社会福祉

法人の設立については，適用しないとされた（法第５４条の１０第１

項）。また，新設合併設立社会福祉法人の定款は，新設合併消滅社会福

祉法人が作成するとされ，この場合においては，法第３１条第１項の認

可を受けることを要しないとされた（法第５４条の１０第２項）。

４ 合併に関する経過措置

法第６章第６節第３款（法第４８条から第５５条まで）の合併に関する

規定は，施行日以後に合併について評議員会の決議があった場合について

適用し，施行日前に合併について社会福祉法人の理事の３分の２以上の同

意（定款でさらに評議員会の決議を必要とするものと定められている場合

には，当該同意及びその決議）があった場合については，なお従前の例に

よるとされた（改正法附則第２２条）。

第５ 社会福祉法人の登記

１ 設立の登記

(1) 登記すべき事項

社会福祉法人の設立の登記において登記すべき事項は，次のとおりで

ある。

なお，法において，理事長は，社会福祉法人の業務に関する一切の裁

判上又は裁判外の行為をする権限を有し，理事長の権限に加えた制限は，

善意の第三者に対抗することができないとされた（法第４５条の１７第

１項及び第２項）ことから，社会福祉法人の登記すべき事項のうち，「代

表権の範囲又は制限に関する定めがあるときは，その定め」が削られた

（整備政令第２条，組登令別表）。

ア 目的及び業務（組登令第２条第２項第１号）
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イ 名称（同項第２号）

ウ 事務所の所在地（同項第３号）

エ 代表権を有する者の氏名，住所及び資格（同項第４号）

法において，社会福祉法人の理事会は，理事の中から理事長１人を

選定しなければならないとされ（法第４５条の１３第３項），また，

理事長の代表権に関する規定（法第４５条の１７第１項）が定められ

たことから，社会福祉法人の代表権を有する者は，理事長となる。

したがって，当該理事長を「理事長」の資格で登記することとなる。

オ 解散の事由を定めたときは，その事由（組登令第２条第２項第５号）

カ 資産の総額（同項第６号，別表）

(2) 添付書面

社会福祉法人の設立の登記の申請書の添付書面は，次のとおりである。

ア 定款（組登令第１６条第２項）

イ 代表権を有する者の資格を証する書面（同項）

設立当初の理事は，定款で定めなければならない（法第３１条第３

項）ことから，理事長が理事であることを証する書面としての定款，

理事長たる理事が就任を承諾したことを証する書面，理事長を選定し

た理事会の議事録及び理事長の就任を承諾したことを証する書面が該

当する。

ウ 資産の総額を証する書面（組登令第１６条第３項）

エ 所轄庁の認可書又はその認証がある謄本（組登令第２５条において

準用する商登法第１９条）

(3) 登記の記録

社会福祉法人の設立に係る登記の記録は，別紙記録例１による。

２ 理事長及び理事の登記

(1) 理事長の就任及び理事の退任による変更の登記（施行日以後最初に招

集される定時評議員会の終結後，新たに理事長を選定した場合）

ア 理事長の選定又は理事の退任の時期

改正法の施行の際現に在任する社会福祉法人の理事の任期は，法第

４５条の規定にかかわらず，施行日以後最初に招集される定時評議員

会の終結の時までとされた（改正法附則第１４条）ことから，当該理

事は，当該定時評議員会の終結により，任期満了に伴い退任する。そ
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して，当該定時評議員会の決議により，後任の理事が選任されるとと

もに，後任の理事による理事会の決議により，新たに理事長が選定さ

れる。

なお，社会福祉法人の会計年度は，４月１日に始まり，翌年３月３

１日に終わるものとされている（法第４５条の２３第２項）こと，ま

た，毎会計年度終了後３月以内に，各会計年度に係る計算書類等を作

成し（法第４５条の２７第２項），当該計算書類等について理事会及

び定時評議員会の承認を受けた上で，所轄庁に届け出なければならな

い（法第５９条第１号）ことから，施行日以後最初の定時評議員会に

ついては，平成２９年６月までに招集されることになる。

したがって，同月末日までに，当該定時評議員会が招集されず，後

任の理事が選任されなかった場合であっても，改正法の施行の際現に

在任する社会福祉法人の理事の任期は，定時評議員会が開催されるべ

き日又は期間の末日までとなる（昭和３８年５月１８日付け民事甲第

１３５６号民事局長回答参照）。

イ 添付書面

社会福祉法人の理事長の就任及び理事の退任による変更の登記の申

請書には，登記事項の変更を証する書面（組登令第１７条第１項）と

して，次の書面を添付しなければならない。

(ｱ) 理事長の就任を証する書面

理事長が理事に選任された定時評議員会の議事録，理事長たる理

事が就任を承諾したことを証する書面，理事長を選定した理事会の

議事録及び理事長の就任を承諾したことを証する書面が該当する。

また，理事長を選定した理事会に出席した理事（定款で議事録に

署名し，又は記名押印しなければならない者を当該理事会に出席し

た理事長とする旨の定めがある場合にあっては，当該理事長）及び

監事が当該理事会の議事録に押印した印鑑につき市町村長の作成し

た証明書を添付しなければならないが，当該印鑑と変更前の理事が

登記所に提出している印鑑とが同一であるときは，当該証明書の添

付を要しない（各種法人等登記規則（昭和３９年法務省令第４６号。

以下「法登規」という。）第５条において準用する商業登記規則（昭

和３９年法務省令第２３号。以下「商登規」という。）第６１条第
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６項）。

なお，法において，理事及び理事長の選任機関に関する規定（法

第４３条第１項及び第４５条の１３第２項第３号）が定められたた

め（前記第１の３(1)及び第１の４(1)参照），理事長の就任による

変更を証する書面の一部として，理事又は理事長の選任機関を証す

るための定款については，添付することを要しない。

ただし，定款で評議員会又は理事会の定足数，決議要件に別段の

定めがある場合（前記第１の２(2)ウ及び第１の３(2)ウ参照），定

款で理事会の議事録に署名し，若しくは記名押印しなければならな

い者を当該理事会に出席した理事長とする旨の定めがある場合（前

記第１の３(2)エ参照），又は定款の定めによる理事会の決議の省

略（前記第１の３(2)オ参照）により理事長を選定した場合には，

これらの定めを証するため，定款をも添付しなければならない（法

登規第５条において準用する商登規第６１条第１項）。

(ｲ) 理事の退任を証する書面

改正法の施行の際現に在任する社会福祉法人の理事の任期は，施

行日以後最初に招集される定時評議員会の終結の時までとされてい

る（改正法附則第１４条）ことから，当該定時評議員会の議事録が

これに該当する。

ウ 印鑑届書

改正法附則第１４条の規定により，定時評議員会の終結によって任

期満了に伴い退任した理事のうち，代表権を有する者として登記され，

かつ登記所に印鑑を提出していた理事が，後任の理事による理事会の

決議により，新たに理事長に選定された場合（提出済みの印鑑を継続

して使用する場合）には，印鑑届書の提出を要しない。

エ 登記の記録

社会福祉法人の理事長の就任及び理事の退任による変更に係る登記

の記録は，別紙記録例２(1)による。

(2) 代表権の範囲又は制限に関する定めの消滅による変更の登記

改正法附則第１４条の規定により，定時評議員会の終結によって任期

満了に伴い退任した理事について，代表権の範囲又は制限に関する定め

がある場合には，その退任により，当該定めも消滅する。
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したがって，(1)の登記と同時に，代表権の範囲又は制限に関する定

めの消滅による変更の登記をもしなければならないが，当該変更の登記

については，添付書面を要しない。

なお，改正法附則第１５条の規定によりなお従前の例によることとさ

れた社会福祉法人の理事の代表権の範囲又は制限に関する定めに係る登

記については，なお従前の例によるとされた（整備政令附則第３項）こ

とから，施行日以後に選定された理事長が就任するまでは，当該変更の

登記をすることを要しない。

(3) 理事長の変更の登記（(1)による理事長の就任の登記後に，当該理事

長に変更が生じた場合）

(1)による理事長の就任の登記後，当該理事長に変更があった場合に

おける変更の登記の申請書には，登記事項の変更を証する書面（組登令

第１７条第１項）として，次の書面を添付しなければならない。

ア 理事長の退任を証する書面

理事長の退任の事由に応じて，評議員会又は理事会の議事録，辞任

を証する書面等が該当する。

なお，辞任を証する書面に当該理事長が登記所に提出している印鑑

が押印されている場合を除き，当該書面に押印した印鑑につき市町村

長の作成した証明書を添付しなければならない（法登規第５条におい

て準用する商登規第６１条第８項）。

イ 理事長の就任を証する書面

理事長が理事に選任された評議員会の議事録，理事長たる理事が就

任を承諾したことを証する書面，理事長を選定した理事会の議事録及

び理事長の就任を承諾したことを証する書面が該当する。なお，理事

会の議事録に押印した印鑑に係る証明書及び定款の添付の要否につい

ては，前記(1)イ(ｱ)と同様である。

３ 資産の総額の変更の登記

(1) 登記期間

社会福祉法人の資産の総額の変更に係る登記期間について，毎事業年

度末日から２月以内とされていたが（旧組登令第３条第３項），同項の

改正により，当該末日から３月以内に伸長された（整備政令第２条）。

(2) 添付書面
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社会福祉法人の資産の総額の変更の登記の申請書の添付書面（組登令

第１７条第１項）については，従前と同様である。

(3) 経過措置

(1)の登記期間の伸長は，平成２８年４月１日以後に開始する事業年

度末日現在によりする資産の総額の変更の登記について適用し，同月１

日前に開始した事業年度末日現在によりする資産の総額の変更の登記に

ついては，なお従前の例によるとされた（整備政令附則第２項）。

４ 解散及び清算の登記

(1) 解散の登記

社会福祉法人の解散の登記の手続は，従前と同様である（組登令第７

条，第１４条第４項，第１９条，第２５条において準用する商登法第１

８条，第１９条及び第７１条第１項）。

なお，法において，評議員会の決議が社会福祉法人の解散事由とされ

た（法第４６条第１項第１号）ことから，当該事由による解散の登記の

申請書には，当該解散の決議をした評議員会の議事録を添付しなければ

ならない（組登令第１９条）。また，法第４６条第１項第１号又は第３

号に掲げる事由（評議員会の決議又は目的たる事業の成功の不能）によ

る解散は，所轄庁の認可又は認定が必要である（同条第２項）ことから，

これらの事由による解散の登記の申請書には，所轄庁の認可書又は認定

書若しくはその認証がある謄本を添付しなければならない（組登令第２

５条において準用する商登法第１９条）。

(2) 清算人の就任による変更の登記（社会福祉法人の解散後，最初に清算

人を選任した場合）

社会福祉法人の清算人の就任による変更の登記において登記すべき事

項は，次のとおりである。なお，当該変更の登記については，(1)の登

記と同時にすることになる。

ア 登記すべき事項

(ｱ) 清算人会を置く清算法人

法第４６条の５第２項の規定により，清算人会を置く清算法人に

おいては，清算人の中から代表清算人を選定しなければならない（法

第４６条の１７第３項，第４６条の１１第４項）ことから，当該清

算法人において登記すべき事項は，代表清算人の氏名，住所及び資



- 26 -

格となる（組登令第２条第２項第４号）。

(ｲ) 清算人会を置かない清算法人

清算人会を置かない清算法人においては，１人または２人以上の

清算人を置かなければならないが（法第４６条の５第１項），清算

人は，清算法人を代表し，清算人が２人以上ある場合には，清算人

は，各自，清算法人を代表する（法第４６条の１１第１項及び第２

項）ことから，当該清算法人において登記すべき事項は，清算人の

氏名，住所及び資格となる（組登令第２条第２項第４号）。

なお，当該清算法人において代表清算人を定めた場合（法第４６

条の１１第３項から第５項まで）の登記すべき事項は，(ｱ)と同様

である。

イ 添付書面

社会福祉法人の清算人の就任による変更の登記の申請書の添付書面

は，次のとおりである。なお，いずれの場合においても，定款の定め

又は登記事項の変更を証するため，定款を添付することを要する（法

登規第５条において準用する商登規第６１条第１項，組登令第１７条

第１項）。

(ｱ) 清算人会を置く清算法人

代表清算人の就任を証する書面として，代表清算人が清算人に選

任された評議員会の議事録等，代表清算人たる清算人が就任を承諾

したことを証する書面，代表清算人を選定した清算人会の議事録及

び代表清算人の就任を承諾したことを証する書面が該当する。

なお，代表清算人を選定した清算人会の議事録については，法登

規第５条において準用する商登規第６１条第６項の適用はない（昭

和４３年２月１６日付け民事甲第３０３号民事局長通達参照）。

(ｲ) 清算人会を置かない清算法人

ａ 代表清算人を選定した場合

代表清算人の就任を証する書面として，代表清算人が清算人に

選任された評議員会の議事録等，代表清算人たる清算人が就任を

承諾したことを証する書面，代表清算人を選定した評議員会の議

事録等及び代表清算人の就任を承諾したことを証する書面が該当

する。
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ｂ 代表清算人を選定しない場合

清算人の就任を証する書面として，清算人を選任した評議員会

の議事録等及び清算人の就任を承諾したことを証する書面が該当

する。

ウ 登記の記録

社会福祉法人の清算人の就任による変更に係る登記の記録は，別紙

記録例２(2)及び(3)による。

(3) 清算人の変更の登記（(2)による清算人の就任の登記後に，当該清算

人に変更が生じた場合）

社会福祉法人の清算人の変更の登記の申請書には，登記事項の変更を

証する書面（組登令第１７条第１項）として，次の書面を添付しなけれ

ばならない。

ア 清算人の退任を証する書面

清算人の退任の事由に応じて，清算人の解任を決議した評議員会の

議事録又は代表清算人の解職を決議した清算人会の議事録，辞任を証

する書面等が該当する。

なお，清算人又は代表清算人の辞任を証する書面については，法登

規第５条において準用する商登規第６１条第８項の適用はない。

イ 清算人の就任を証する書面

前記(2)イ(ｱ)又は(ｲ)と同様である。

５ 合併の登記

社会福祉法人の合併の登記の手続については，従前と同様である（組登

令第８条，第１１条，第１３条，第１６条，第１７条第１項，第２０条，

第２１条，第２５条において準用する商登法第１８条，第１９条，第７９

条，第８２条及び第８３条）。

第６ 組登令の適用を受ける法人の登記

前記第５の３のとおり，組登令第３条第３項に規定する資産の総額の変更

に係る登記期間が伸長され，また，同項に関する経過措置が定められた（整

備政令第２項）が，これらの規定については，社会福祉法人に限らず，組登

令別表に掲げる法人のうち，資産の総額を登記すべき事項としている全ての

法人について適用される。
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なお，当該変更の登記の申請書の添付書面（組登令第１７条第１項）につ

いては，従前と同様である。


